
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　

。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、海苔網から雑藻類を駆除する に関する。
【０００２】
【従来の技術】
海苔は、黒色で光沢のあるものを黒海苔として最高の品質に評価されるが、海苔の品質を
低下させる大きな原因に、海苔の養殖途中に海苔網に発生するアオノリ、ケイ藻等の雑藻
類の混入がある。このため、海苔の養殖では、雑藻類の混入を防止すべく、養殖途中にあ
る海苔網から雑藻類を駆除すべく努力されており、近年では、強酸性の有機酸を駆除剤と
して、同駆除剤の水溶液に養殖途中にある海苔網を浸漬する方法が採られている（例えば
特許文献１を参照）。
【０００３】
上記した有機酸を駆除剤とする雑藻類の駆除方法は、黒海苔とその他の雑藻類の酸性水に
対する耐性の差を利用するもので、黒海苔の低ｐＨに強い性質を利用して低ｐＨに弱い雑
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海水を有隔膜電解槽にて電解処理して生成されるｐＨ２．０～６．０の範囲の電解酸性
水を雑藻類の駆除剤として養殖場に設置した海苔網に散布することを特徴とする海苔網中
の雑藻類の駆除方法

海苔網中の雑藻類の駆除方法



藻類の駆除を行うものである。当該雑藻類の駆除方法は、駆除効果が高くて良好な結果が
得られることから、当該有機酸を濃縮した水溶液の状態または有機酸を粉末にした状態で
駆除剤として市販されている。
【０００４】
【特許文献１】
特開２００１－２０４２８０号公報
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、上記した雑藻類の駆除方法で採用される駆除剤は、例えば、食品添加物として
指定されているクエン酸等の有機酸を主要成分とすることから、養殖場で大量の海苔網に
付与するためにはコストが高くつきすぎる欠点がある。
【０００６】
また、雑藻類の駆除作業は海苔の養殖場で行わなれることから、駆除作業に当たっては駆
除剤を船で海苔の養殖場に運搬しなければならない。このことから、市販の駆除剤は、海
苔の養殖場への運搬の便を考慮して粉末状また濃縮液とされている。このため、当該駆除
剤の使用に際しては、有機酸の濃縮液を希釈しまたは有機酸の粉末を海水に溶解して希釈
液に調製することが必要であり、また、当該駆除剤のコストの面から大量に使用すること
が難しく、当該駆除剤の使用量の制約等から海苔網に対しては付与斑が発生し、これに起
因して雑藻類の駆除にも斑が発生して海苔の品質を低下させることととなる。
【０００７】
特に、駆除剤を養殖場に散布する方法を採る場合には、海水中での駆除剤の濃度斑が深さ
および横方向で大きくて、雑藻類の駆除斑が一層大きくて海苔の品質を大きく低下させる
おそれがあり、さらには、高濃度の駆除剤に接触する部位では黒海苔自体の品質に悪影響
を及ぼすおそれがある。
【０００８】
また、駆除剤の調製には、クエン酸等の食品添加物に指定されている有機酸を使用してい
るとしても、必要量の有機酸を使用して大量の海苔網を繰り返し処理する場合には、養殖
場の海水に混入した有機酸の海洋生物に対する影響が懸念され、海苔網中の雑藻類の駆除
処理と並列して、駆除剤が混入した海域を中和処理や有機酸の除去処理をすることを考慮
しなければならない場合もある。
【０００９】
以上のこれらの問題点を考慮すれが、これらの問題が発生しないまたはその発生が大きく
抑制し得る駆除剤の開発が要請される。本発明の目的は、かかる駆除剤を提供し、かつ、
当該駆除剤を利用する雑藻類の駆除方法を提供することにある。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
　 本発明は、

。
【００１３】
　 駆除剤は、海水を

短時間で大量に生成することができることから

また、当該駆除剤と
して 殺菌能を有することから、海苔網に付着する病原菌を殺菌して駆
除することもできて、病原菌に冒されていない品質の高い黒海苔を高い生産効率で生産す
ることができる。
【００１４】
　また、当該
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上記の目的を達成するため、 海水を有隔膜電解槽にて電解処理して生成され
るｐＨ２．０～６．０の範囲の電解酸性水を雑藻類の駆除剤として養殖場に設置した海苔
網に散布することを特徴とする海苔網中の雑藻類の駆除方法を提供するものである

上記の海苔網中の雑藻類の駆除方法においては、散布する 有隔膜電解
槽にて電解処理して生成されるｐＨ２．０～６．０の電解酸性水を用いているので、安価
でかつ 、量的に何ら制約なく使用すること
ができるようになるので、養殖場の海苔網全体に対して斑無く付与することができ、雑藻
類の混在しない高品質の黒海苔を大量に生産することが可能である。

用いる電解酸性水は

海苔網中の雑藻類の駆除方法においては、駆除剤として散布する電解酸性水



ら有害成分の残留性の問題が生じるおそ
れ い。このため、当該 海苔網に付与した当該駆除
剤が養殖場の環境に及ぼす影響はほとんどなく、かつ、海苔網に付与した当該駆除剤が養
殖場以外の海域に拡散しても、雑藻類以外の海洋生物に及ぼす影響はほとんどない。また
、当該駆除剤の生成時には、強アルカリ性の電 ルカリ性水が同時に生成されることか
ら、仮に、当該駆除剤 大量 使用 よって養殖場の周囲 海域の環境に
ｐＨ等の影響を及ぼすおそれがあるような場合には、同時に生成される電 ルカリ性水
を当該海域に散布することにより、当該海域の海水の中和を迅速に行うことが可能である
。なお、電 ルカリ性水も当該駆除剤と同様に、有害成分の残留性の問題が生じない。
【００１６】
　当該 を実施する場合には、陸上で生成した 船で養殖場に運搬し

用することができるが、 性水を生成 解水生成装置を船で養殖場に運搬し
、 性水を生成するようにするのが好ましい。このようにすれ
ば、大量の を船で養殖場に運搬する必要がなく 。
【００１９】
　 、 比較してより多く
の駆除剤を必要とするが 駆除作業が簡単かつ

【００２０】
【発明の実施の形態】
本発明は、養殖中の海苔網に混在しているケイ藻やアオノリ等の雑藻類を駆除するための
駆除剤、雑藻類を駆除するための雑藻類の駆除方法に関するものである。
【００２１】
本発明に係る駆除剤は、海水を被電解水とする有隔膜電解にて生成される強酸性の電解生
成酸性水を有効成分とするものである。例えば、養殖場の海域の海水を被電解水とする有
隔膜電解にて生成される強酸性の電解生成酸性水それ自体を駆除剤とすることができる。
被電解水の原料である海水は、無機塩の塩分濃度が２．０～３．０重量％の範囲にあるも
ので、海水を有隔膜電解すれば、電解条件の制御によって、陽極室側ではｐＨが２．０～
６．０の範囲の電解生成酸性水が生成され、かつ、陰極室側ではｐＨが８．０～１２．０
の範囲の電解生成アルカリ性水が生成される。
【００２２】
本発明に係る駆除剤としては、当該有隔膜電解にて生成される電解生成酸性水を採用する
ものである。当該駆除剤は、ｐＨが低くて強酸性であることから、海苔網中に混在する雑
藻類に対しては有効に作用して雑菌類を駆除する。これにより、雑藻類が混在していない
高品質の黒海苔を大量に生産することができる。
【００２３】
当該電解生成酸性水は、有隔膜電解によって生成される殺菌能を有する塩素成分（有効塩
素成分）を含有し、特に、ｐＨが低い状態では強い殺菌能を発揮する形態を呈している。
このため、当該電解生成酸性水を雑菌類の駆除剤として使用した場合には、海苔網に付着
しまた海苔網の周囲に位置する病原菌を殺菌して駆除することができ、病原菌の駆除剤と
しても機能する。
【００２４】
当該電解生成酸性水を有効成分とする駆除剤は、当該電解生成酸性水を何等の処理を施す
ことなく、例えば当該電解生成酸性水を濃縮または希釈することなく、養殖途中の海苔網
に直接付与することができる。従って、本発明に係る駆除剤は、この点で、極めて使い勝
手がよい。
【００２５】
なお、海水を被電解水とする有隔膜電解では、陽極室側での電解生成酸性水の生成と同時
に、陰極室側では電解生成アルカリ性水が電解生成酸性水と略同量生成する。これらの電
解生成アルカリ性水と電解生成酸性水と合体させれば、被電解水の原水である海水と同等
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は、海水を電解処理して生成されたものであるか
はな 海苔網中の雑藻類の駆除方法により

解ア
を に することに における

解ア

解ア

駆除方法 電解酸性水を て
使 電解酸 させる電

船上で海水を電解して電解酸
電解酸性水 なる

上記の海苔網中の雑藻類の駆除方法は 海苔網を浸漬する駆除方法と
、 楽にすることができるために最も有利な方

法となる。



のｐＨで同等の組成に調製されることから、必要があれば、当該電解生成アルカリ性水を
、当該電解生成酸性水を駆除剤として使用した養殖場の海域の中和剤として採用すること
ができる。
【００２６】
本発明に係る雑藻類の駆除方法は、養殖途中の海苔網に混入する雑草類を駆除して、高品
質の黒海苔を大量に生産すること意図しているものである。本発明に係る駆除方法では、
海苔の養殖途中にある海苔網に、海水を被電解水とする有隔膜電解にて生成される強酸性
の電解生成酸性水（本発明に係る駆除剤）を、養殖現場で付与するものである。
【００２７】
海苔網に付与する電解生成酸性水は、陸上で生成した電解生成酸性水をタンクに収容して
船で養殖現場に運搬したものでもよく、有隔膜電解槽を有する電解水生成装置を船で養殖
現場に運搬して船上で電解水生成装置を電解運転し、当該電解運転にて生成される電解生
成酸性水であってもよい。実際の雑藻類の駆除作業では、電解生成酸性水を海苔の養殖の
規模に応じて大量に消費することから、後者の方法、すなわち、養殖現場の船上で電解生
成酸性水を生成することが好ましい。
【００２８】
本発明に係る駆除方法においては、養殖途中の海苔網に駆除剤である電解生成酸性水を付
与する方法としては、電解生成酸性水である駆除剤を養殖場に散布して、養殖場に設置さ
れている海苔網に均等に付与する方法や、電解生成酸性水である駆除剤を養殖場から海上
に引き上げた状態に海苔網に散布する方法や、引き上げた海苔網を当該駆除剤が収容され
ている浸漬槽に導入して当該駆除剤に浸漬する方法等を採用することができる。
【００２９】
前者の付与方法では、電解水生成装置に連結されている海上に位置する散布機から養殖場
の海上に散布するようにしてもよく、当該散布機を海中に位置させて養殖場の海中に散布
するようにしてもよい。海上に引き上げた海苔網に当該駆除剤を付与する方法では、船上
に搭載されている海苔網の引き上げ機を利用して海苔網を引き上げて、引き上げ途中の海
苔網の吊下状の部位に当該駆除剤を散布し、または、引き上げられた海苔網を船上に設置
されている当該駆除剤を収容する浸漬槽に導入して、当該駆除剤に浸漬するようにする。
【００３０】
これらの付与方法のうち、当該駆除剤を養殖場の海上に散布する方法は、海苔網の引き上
げ作業が不要である等、駆除作業が簡単で楽であって最も有利であって好ましい。当該駆
除剤を養殖場の海上に散布する方法を採ることができる最大の理由は、当該駆除剤を養殖
場に係留されている船上の電解水生成装置を使用して、養殖場の海域の海水を原料として
迅速に大量に生成することができることにある。これにより、当該駆除剤を、その使用に
量的制約をうけることなく均等かつ十分に散布することができ、海苔網に対する当該駆除
剤の濃度斑を大幅に抑制するとができる。
【００３１】
１回の駆除作業で要する当該駆除剤の必要量は、海苔の養殖規模によって異なるが、当該
駆除剤の必要量を１０Ｌ／ｍｉｎと設定すれば、この程度の生成能力を有する電解水生成
装置は一般に市販されていて、小型漁船等に十分に搭載可能な大きさであり、かつ、船上
で何等の支障もなく電解運転が可能なものである。また、当該電解水生成装置で生成され
る電解生成酸性水のコストは、電解運転時の電気代（１Ｌ当たり０．１円未満）のみあっ
て、従来から使用している有機酸を有効成分とする駆除剤の価格（５ｇ当たり１４円）に
比較して極めて廉価である。
【００３２】
当該電解水生成装置の電解運転では、電解生成酸性水とほぼ同量の電解生成アルカリ性水
が生成される。当該電解生成アルカリ性水は、通常、養殖場の海域よりごく離れた海域に
排出されるが、電解生成酸性水が混入した海域の海水の特性に影響を及ぼすおそれがある
場合には、当該電解生成アルカリ性水を当該海域に散布して中和処理に使用することがで
きる。
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【００３３】
本発明に係る雑藻類の駆除方法では、養殖途中の海苔網に本発明に係る駆除剤である電解
生成酸性水を１回、または、必要により１週間に１回の割合で複数回繰り返し付与するも
のであり、電解生成酸性水を一度に迅速かつ大量に使用することができ、これにより、雑
藻類の混在しない高品質の黒海苔を大量に生産することが可能である。
【００３４】
本発明に係る雑藻類の駆除方法においては、駆除剤である電解生成酸性水を付与する方法
では、電解生成酸性水および電解生成アルカリ性水が養殖場の海域の海水またはこれに隣
り合う海域の海水に混入することになる。しかしながら、これらの電解生成水は、いずれ
も海水を被電解水とする有隔膜電解にて生成されるものであることから、海水の組成以外
の成分が混在していることはなくて、有害となるおそれがある成分が海水に残留すること
は全くない。従って、本発明に係る雑藻類の駆除方法を採用すれば、これらの電解生成水
による養殖場またはその周囲の海域での、雑藻類の駆除に起因する汚染の発生はない。

10

(5) JP 3962671 B2 2007.8.22



フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
                        Ａ０１ＰＡ０１ＰＡ０１ＰＡ０１ＰＡ０１ＰＡ０１ＰＡ０１ＰＡ０１Ｐ  13/00     (2006.01)  13/00     (2006.01)  13/00     (2006.01)  13/00     (2006.01)  13/00     (2006.01)  13/00     (2006.01)  13/00     (2006.01)  13/00     (2006.01)           Ａ０１Ｐ  13/00    　　　　          　　　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              A01N  59/00
              A01G  33/02

(6) JP 3962671 B2 2007.8.22


	bibliographic-data
	claims
	description
	overflow

